平成27年度　第1回彦根市公共下水道事業審議会　開催結果（議事概要）
1． 日時　平成27年10月26日（月）
2． 場所　彦根市民会館　3階　第3会議室

3． 出席者（順不同）

　　　〈委員〉7名

　　　　中村　傳一郎

　　　　間　文彦

　　　　丸尾　雅啓

　　　　長崎　敏雄

　　　　鈴木　健氏

　　　　田中　美代子

　　　　渡邊　美幸

　　　〈事務局〉12名
　　　　上下水道部：大久保市長、疋田部長、寺嶌次長

　　　　上下水道総務課：鹿谷課長、野村課長補佐、林沼副主幹、藤本

　　　　下水道建設課：宮腰課長、荒北課長補佐、辻副主幹

　　　　上下水道業務課：田口課長、荒川課長補佐

4． 議事録

〈委嘱状交付〉

〈彦根市長あいさつ〉

〈審議会会長選出〉

〈審議会会長職務代理者選出〉

〈諮問〉

〈審議〉

【概要】
事務局　　　　会議の成立要件の確認。8名中7名の参加により成立。
事務局　　　　委員の互選により、会長の選出をおこなうことを説明。

委員　　　　　中村委員を推薦する意見あり。
事務局　　　　各委員より意義なしのため、中村会長を選出。
会長　　　　　会長挨拶。続いて会長職務代理者の選出。

会長　　　　　審議会条例第５条第３項の規定により会長より横山委員を指名、選出。
会長　　　　　議事の諮問を事務局に依頼。
部長　　　　　諮問を朗読（資料２参照）
会長　　　　　審議開始。「下水道事業への公営企業会計の適用」について事務局へ説明依頼。　　　　
事務局　　　　下水道事業への公営企業会計適用について事業概要を説明。
　　　　　　　下水道事業の地方公営企業法を適用の範囲、方式、時期、方針について説明。
事務局　　　　（説明には配布資料３-３：公営企業会計移行素案を使用）
会長　　　　　他市町村の法適化について事務局へ説明依頼。
事務局　　　　各市町の法適用開始（予定）年度と法適用区分（全部適用、一部適用）について説明。
会長　　　　　彦根市の移行年度はどう考えているか質問あり。
部長　　　　　他市町村と違い、建設事業を進めているため、法適化はなるべく遅らせたいと回答。
会長　　　　　公営企業に移行後の違い（経営状況の明確化、資金管理・人事権等）について補足説明及び平成32年には法適用化を開始要請があることを会長より説明いただく。
中村会長　　　法適用化移行（財務）について再度説明を依頼。
事務局　　　　経理方式の変更、官庁会計方式から企業会計方式へ変更となる事で経営明確化に繋がることについて説明
会長　　　　　その他、変更に際してメリット（契約手続き等）について補足説明あり。
委員　　　　　法適化により、水道の事業評価委員会のように評価できるのではないか質問あり。
事務局　　　　そのとおりと回答。
会長　　　　　単年度会計で処理時には判明しない経営の赤字について明確になることを指摘。
委員　　　　　経営状況も指標などを用いて評価することもできることを指摘。
委員　　　　　長浜市等の東北部処理区域内で法適用開始年度が違うことで問題はないか質問あり。
会長　　　　　特に問題はないと説明。続いて「第5期経営計画素案」について事務局へ説明依頼。
事務局　　　　第1回のため、第4期経営計画の実績と課題について説明。
事務局　　　　公共下水道の整備、水洗化の普及促進、維持管理の充実、経営の健全化について説明。
事務局　　　　（説明には配布資料４：第4期経営計画の現時点での総括を使用）
会長　　　　　前段内容について補足説明をいただく。（人口普及率や水洗化率、不明水について）
事務局　　　　委員各位にその他質問がないか確認。
委員　　　　　使用料の実績（H26年度計画）の未達成について指摘あり。今後人口減少等と関わりについて質問あり。
会長　　　　　今後は人口も減り、使用規模も小さくなる可能性について説明いただく。今後の投資計画縮小等の検討について質問あり。
部長　　　　　県も市も人口予想を行っていることを説明。人口減少に伴い、投資計画の見直しも考慮する必要があるが、建設投資を行っている現段階では考えておらず、整備が出来た段階、第5期経営計画終了時に検討に入る可能性について説明。
会長　　　　　市街化調整区域の整備が先になっていることについて指摘あり。

会長　　　　　委員各位にその他質問がないか確認。
委員　　　　　第4期経営計画以前の計画期間はどうなっているか質問あり。
事務局　　　　東北部の流域下水道計画に沿って計画しているため、概ね5年区切りで計画を策定していることを説明。
委員　　　　　以前の審議会で料金値上げが検討され、様々な事が重なり料金改定が見送りになったが、上水道料金より高い下水道料金の値上げについてどう考えているか質問あり。
事務局　　　　使用料について、過去2回の答申で上げるべきと判断をもらったが、法適用化を実施し、現状の経営状況を判断することが必要であることを説明し、第5期経営計画終了後の検討課題と考えていると説明。
会長　　　　　今後の検討課題（第5期経営計画）について、事務局の方で資料の用意を依頼。
事務局　　　　次回の会議は日程調整のうえ、後日連絡することで合意。
会長　　　　　会議終了の宣言。
